
ここにきて、大手ドラッグストアで目立つ

のが、「医療＋物販」の融合による新たな事

業モデルへの取り組みだ。幅広く地域医療に

参画するためには、調剤への取り組みが不可

欠だとして、調剤併設店舗が急速に増えてい

る。「ドラッグストアにおける調剤の優位性

は面分業であり、面分業を通して様々なメリ

ットを生かすことができる」とする企業トッ

プは多い。

もちろんドラッグストア本来の専門性を発

揮するのは、調剤だけではない。生活習慣病

対策をはじめ、妊娠・出産、育児、介護、在

宅医療、退院後ケア、在宅の輸液調製・供給

など幅広い。これまでの病院と門前薬局との

点分業では対応できない部分の医療、高齢者

関連施設との連携を通じ、地域のチーム医療

に積極的に参加していこうという動きが注目

される。

その１つ、“地域医療対応型ドラッグスト

ア”の展開を強力に推進するのが、スギホー

ルディングス。創業以来、調剤併設型ドラッ

グストア「スギ薬局」を運営するファーマシー

事業のほか、在宅医療や訪問看護ステーショ

ン、新薬開発支援といった医療分野での専門

性を追求するメディカル事業にも注力する。

現在、スギグループは１都２府13県に750

店舗を展開しており、その中核となるのがス

ギ薬局。その成長を支えるのが処方箋調剤だ。

この10年間（01年２月期～10年２月期）でス

ギ薬局の調剤部門は、受付処方箋枚数が年間

31万枚から234万枚と約７倍に、調剤報酬と

しては約18億円から約214億円と約12倍に伸

長している。

特に在宅医療への取り組みはドラッグ業界

でも屈指。クリーンルーム、クリーンベンチ、

安全キャビネットを配備し、ＴＰＮ（中心静

脈栄養法）や経腸栄養法、麻薬や抗癌剤にも

対応する。患者の自宅で薬剤の供給・説明を

年中無休で行い、終末期における看取りにも

付き添う。現在は中部・近畿・関東などの出

店エリアのほぼ全てで、“在宅医療”実施店

舗や訪問看護ステーションなど地域医療に関

われる拠点づくりが進んでいる。

一方、地域社会に貢献する“かかりつけ薬

局”を目指し、調剤併設型ドラッグストアを

広域で展開するのが、グループ企業４社（ウ

エルシア関東、高田薬局、寺島薬局、イレブ

ン）を擁するグローウェルホールディングス。

「ドラッグ＆調剤・カウンセリング・深夜営

業」というビジネスモデルを柱として、関東

甲信越・東北・東海・関西圏において660店

舗（10年８月期）を出店している。

同社では、調剤機能の併設、薬剤師の質の

向上は「次世代ドラッグストアに必須であり、

最大の差別化要因になる」と認識。グループ

の調剤併設店は計425店舗と、前期からさら

に上昇している（併設率64.4％）。当面の目

標としては、介護事業者との連携を一層推進

させると共に（10年８月末の連携介護施設数

は99施設）、調剤併設500店舗、併設率70％、

そして全売上高に占める調剤の売上比率を

10％まで高めていくことを挙げている。

また、昨年10月の経営統合で、新たなスタ

ートを切ったココカラファインは、現時点の

調剤事業は約290億円と、ドラッグストア業

界でトップといえる実績だ。今後はさらに調

剤取扱店舗を拡大し、15年度には調剤売上高

を750億円、全売上高に占める比率を15％ま

で引き上げたい考えだ。

これまでにもグループ企業では、管理栄養

士を活用した店頭での栄養指導サービス、血

圧や体脂肪などを測定できる機器を設置し、

測定結果をもとに健康に関するアドバイスに

も力を入れている。今後も、接客力を生かし

た店頭指導を充実させ、他店との違いを打ち

出していく考えだ。
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2009年度のドラッグストアの市

場規模は、前年度に比べ４％増の

約５兆4400億円とされ、健康志向

の高まりも背景に、小売業の中でなお成長を

続けている。中堅企業の買収や合併による、

グループ規模の拡大も近年は目立っており、

昨年10月１日にはココカラファインホールデ

ィングス（セイジョー、セガミメディクスを

傘下）が、アライドハーツ・ホールディング

ス（ジップドラッグ、ライフォートを傘下）

と合併し、商号を「ココカラファイン」に変

更し、1000店舗を超える国内トップクラスの

規模・業績を持つドラッグストアチェーンに

なった。

かつてのドラッグストアは、医薬品や化粧

品、日用雑貨を安く売ることが成長の軸とな

っていた。しかし、ドラッグストア業界は今

後、新販売制度による異業種の参入が一層進

み、業界再編の流れの中で競争は激化、収益

確保が容易ではなくなっていくとの見方が強

い。企業規模の拡大が重要なのはもちろんだ

が、他社との差異化戦略は生き残りに欠かせ

ない。

業界団体の日本チェーンドラッグストア協

会（ＪＡＣＤＳ）では、ドラッグストア市場

拡大に求められるテーマとして、①面分業の

推進②セルフメディケーションの推進③人材

の育成④事業の効率化を図るインフラ整備⑤

需要創造及びマーケット拡大の研究と実践⑥

店舗の効果・効率向上の研究と実践⑦狭小圏

型新フォーマット開発の研究と実践――を挙

げている。

昨年６月に施行された改正薬事法により、医薬品小売業、中でもドラッ

グストアは大きく変化を見せることとなった。とはいえ、それは改正薬事

法を遵守しただけの変化にすぎない。セルフメディケーションの受け皿と

いう社会的役割が指摘される中で、今後ドラッグストアがさらなる進化を

遂げるには、どういった方向性が求められるのか。少子高齢化が進展して

いく中、大手ドラッグストアは、将来を見据え「地域医療の中での存在感」

を重視した取り組みに力を入れている。

医療分野も視野に「調剤併設」進む

新たな事業モデルを模索する時代に 新たな事業モデルを模索する時代に 
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